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Ⅰ．第 4 次エネルギービジョンの基本的事項                
 

１．基本理念                                      

本ビジョンでは、これまでの地域レベルでのエネルギー施策を継承しつつ、脱炭素社会の構築に向けた

エネルギー政策、地域と調和したエネルギーの地産地消並びにさらなるレジリエンスの強化を図ること

により、持続可能な再生可能エネルギーの導入や徹底した省エネルギー対策をしながら、緊急時に必要

な電力を確保できることを目指して、理念を次のように定めます。 

 

「脱炭素を指向し、強靱な社会の構築に向けたエネルギーのかしこい利活用」 

 

２．ビジョンの期間                                    

 期間は、令和４(2022)年度から令和６(2024)年度までの３ヶ年とします。 

国のエネルギー基本計画が少なくとも３年ごとに見直しされるなど、エネルギー政策の方向性は社会

情勢に応じて短期間で変化しています。 

このことから、第４次奈良県エネルギービジョンの計画期間は、１次、２次及び３次と同様３年間と

します。 

 

３．施策体系（３本柱）                                    

 

基本理念及びエネルギー像の実現に向けて、以下に掲げる施策(３本柱)により総合的かつ計画的に推

進します。 

具体的な施策の取組については、Ⅱに記述します。 

１ 次世代エネルギーの効果的かつ効率的な活用 

本県で活用できるエネルギー源は限られていますが、地勢条件や地域資源等をできる限り活用し

て、木質バイオマスや小水力等の再生可能エネルギーの導入を促進します。 

  まちづくりと連携した再生可能エネルギー等の導入により、脱炭素先行地域を目指すとともに、

新たなクリーンエネルギーである水素発電の導入や必要な電力供給にドイツのシュタットベルケ

(地域電力公社)の手法の導入を検討します。 

また、再生可能エネルギーや次世代自動車を、公的部門において率先導入することで、市町村、

事業者、県民に取組を波及させるとともに、次世代自動車等の普及啓発を図ります。 

２ 緊急時のエネルギー対策の推進 

   大規模停電が発生した場合を想定し、地域の災害拠点施設、避難所、家庭や事業所等における、

最低限の電力確保を図ります。また過疎地域における燃料等のエネルギー供給の維持を目指します。 

３ エネルギーをかしこく使うライフスタイルの推進 

   エネルギーを効率的に利用するライフスタイル・産業活動の定着を図るとともに、熱利用を含む

エネルギーの有効的な利用の推進を図ります。 

 

 



    

 

４．内容 

目次項目が見つかりません。 

内容 

目次項目が見つかりません。 

 

 

４．基本目標 

 

Ⅱで掲げる個々の関連目標を総体的に示し、供給と需要の両面から導かれる再生可能エネルギーに

よる電力自給率を基本目標とします。 

 

再生可能エネルギーによる電力自給率※１(2020年度 26.0%)を 

2024年度までに 30％とします。 

 

＜考え方＞ 

再生可能エネルギーによる発電は、電力供給(売電)だけでなく、電力需要(自家消費)にも寄与してお

り、発電量(kWh)と電力需要量(kWh)の比較により県内のエネルギー需給状況をより明確に示すこと

ができると考えました。 

また、再生可能エネルギーは分散型エネルギーでもあり、電力自給率を示すことは、緊急時のエネル

ギー確保の一つの指標であると考えました。 

目標値については、国のエネルギー基本計画で示されている 2030年度の電源構成(エネルギーミック

ス)での再生可能エネルギーの割合 36～38％を踏まえ、将来的な 38%の達成を視野に、2024 年度までの

３年間で、30%を目指します。 

また、第３次奈良県エネルギービジョンでは、10kW 未満の太陽光発電設備は、自家消費を主目的に

設置されるものとして、発電見込量には含んでいませんでしたが、当ビジョンより発電量の７割は電力

供給(売電)と仮定し、発電見込量に計上します※２。 

 

※１：再生可能エネルギーによる電力自給率(％)＝（１）再生可能エネルギーによる年間発電見込量÷（２）年間電力使用量 

※２：平成 29 年度以降の調達価格等に関する意見（調達価格等算定委員会） 

 

＜進捗の概要＞ 

2021年度は、再生可能エネルギーの導入量が進んでいる（主に太陽光発電：占有率 98.1％）状況

ですが、年間電力使用量は新型コロナウイルス感染症流行前の 2019 年と同程度まで増加したこと

から、電力自給率の増加割合は鈍化しています。今後、再生可能エネルギーの導入促進とあわせて、

コロナ禍での省エネの取組を強化していく必要があります。 

 

○【基本目標】再生可能エネルギーによる電力自給率 

 

 

 

 

 

R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

26.0％ 26.3％   (30.0％) 

基準年次    目標年次 
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Ⅱ．第 4 次エネルギービジョンの推進に向けた取組                   
                                 

 

１．施策の概要 

 

Ⅰ 次世代エネルギーの効果的かつ効率的な活用 

 

【施策の方向】 

 本県で活用できるエネルギー源は限られていますが、地勢条件や地域資源等をできる限り活用して、

木質バイオマスや小水力等の再生可能エネルギーの導入を促進します。 

 まちづくりと連携した再生可能エネルギー等の導入により、脱炭素先行地域を目指すとともに、新た

なクリーンエネルギーである水素発電の導入や必要な電力供給にドイツのシュタットベルケ(地域電力

公社)の手法の導入を検討します。 

また、再生可能エネルギーや次世代自動車を、公的部門において率先導入することで、市町村、事業

者、県民に取組を波及させるとともに、次世代自動車等の普及啓発を図ります。 

 

（１）木質バイオマス等の利用促進 

 

＜目標＞  

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

2022（令和 4）年度では、木質バイオマス利用設備整備事業と地域エネルギー資源活用事業により、

薪ボイラーと薪ストーブを導入する見込みです。 

 

○地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入 

指標設定の趣旨 R3（2021） 
現況値 

R4（2022.11 月末） 

短期目標値 

R６(2024) 

次世代エネルギーの効果的かつ効率

的な活用を評価する指標として活用 
9 箇所 

 

10 箇所 

 

15 箇所 

 

＜施策の進捗＞ 

① 木質バイオマス発電等や熱利用の促進 

木質バイオマスや水力など地域資源を有効に活用し、地域で生み出すエネルギーを地域に還元し、

地域住民と共生できる取組を支援しています。 

 

 ＜木質バイオマス利用施設整備事業＞ 

令和 4年度 11月末時点：実績 1件（御所市内に薪ボイラー導入） 

導入予定 1件（御杖村内に薪ボイラー2台） 

＜地域エネルギー資源活用支援事業＞ 

 令和 3年度：実績 2件（下市町内と下北山村内に薪ストーブ 1台ずつ導入） 

令和 4年度 11月末時点：導入予定 1件（王寺町内に薪ストーブ 1台） 

 

地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入を促進します。 



    

 

 

 

 

また、木質バイオマスエネルギーを地域で利用するための勉強会を実施し、再生可能エネルギー

の普及啓発を図りました。 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

（２）新エネルギーによる地域振興 

 

＜目標＞ 

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

令和 4 年 11 月に三郷町が県内初の脱炭素先行地域に選定されました。今後は、県と磯城郡３町で協

同して取り組んでいる大和平野中央田園都市構想において、脱炭素先行地域入りを視野に検討します。 

 

○脱炭素先行地域数 

指標設定の趣旨 R3(2021) 
現況値 

R4（2022.11 月末） 

中期目標値 

R12(2030) 

新エネルギーによる

地域振興を評価する

指標として活用 

０箇所 

 

 1 箇所 

 

１箇所 

 

 

＜施策の進捗＞ 

① 水素発電の導入検討 

② 奈良県版シュタットベルケの検討 

今年度は、早稲田大学との連携事業において、奈良県版シュタッ 

トベルケ創生に向けた可能性について検討しています。具体的に        

は、利用可能な再エネ電源や電力の供給手法等について検討を進めて

いるところです。 

 また、太陽光発電などの不安定な電源を補うため、蓄電池や再エネ 

由来水素の活用についても整理しているところです。 

 

 

 

 

 

勉強会の様子 

新エネルギーによる地域振興を検討します。 

薪ボイラーの設置（御所市内） 

勉強会の様子 



    

 

 

 

（３）次世代自動車の普及促進 

 

＜目標＞  

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

関連指標については、公用車が年度末に導入・更新されることが多いため、年度末に整理します。 

 

○公用車の電動車率 

指標設定の趣旨 R３(2021) 
現況値 

R４(2022) 

中期目標値 

R12(2030) 

次世代自動車の普及促進を

評価する指標として活用 
16.6% 

 

年度末に整理 

 

更新計画に基づき、順次導入 

 

＜施策の進捗＞ 

① 公的部門における EV 等の低公害公用車の率先導入 

公的部門における低公害公用車の割合は低い状況であり、更新のタイミングで低公害公用車を導

入するように、各所属に働きかけを行っています。 

 県庁舎の公用車については、既存のガソリン車を更新して、プラグインハイブリッド車５台を導

入する予定です。 

 

 

② EV・FCV導入支援（県内公共交通） 

県内公共交通についてさらなる環境負荷の低減を図るため、電気バス等の次世代自動車等の導入

を行うバス事業者に対する支援を行います。令和４年度については、ＥＶバス２台、電気自動車用

急速充電器 1基、電気自動車用外部給電設備 1基の導入に対し、支援する予定です。 

 

 

③ FCV 試乗会や水素ステーションを活用した普及啓発 

 令和 4 年 7 月に、奈良工業高等専門学校、和歌山工業高等専門

学校、佐世保工業高等専門学校及び奈良県オールトヨタ（奈良トヨ

タ株式会社、奈良トヨペット株式会社、ネッツトヨタ奈良株式会

社、株式会社トヨタレンタリース奈良、トヨタモビリティパーツ株

式会社）の協力のもと、イオンモール大和郡山において、水素普及

啓発イベント「脱炭素を実現する夢の水素エネルギー」を行いまし

た。奈良工業高等専門学校の学生による水素実験教室では老若男

女問わず 50名の方に参加していただきました。今後も脱炭素社会

の構築に向けて水素エネルギーの利活用について、県民への普及

啓発を進めていきます。 

また、燃料電池自動車 MIRAI を奈良マラソンの先導車として活用

する等 FCVの啓発を実施しています。 

 

 

 

 

次世代自動車を普及促進します。 

水素普及啓発イベントの実施 



    

 

 

 

 

（４）公的部門における再生可能エネルギーの率先導入 

 

＜目標＞ 

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

 令和 4年事業として、県有施設への再生可能エネルギー等の導入可能性調査を実施しています。 

 

○再生可能エネルギー設備を設置している県有施設の割合 

 

＜施策の進捗＞ 

① 再生可能エネルギーの公共施設等への設置 

今年度、環境省の補助金「地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業」

を活用し、県有施設における再生可能エネルギー等の導入可能性調査を行っています。 

建物の耐用年数、建築面積や耐震状況などを考慮して、候補となる県有施設を抽出したうえで、導入

可能性のある施設については、現地調査を行っています。 

調査結果に基づいて、県有施設における太陽光発電設備の導入を検討していきます。 

 

② 環境に配慮した電力調達 

本県では、「奈良県電力の調達に係る環境配慮方針」を策定しており、環境にやさしい電力を調達で 

きる仕組みを構築していますが、今年度は、世界情勢等の事情からエネルギー価格が高騰しており、 

電力調達に係る入札が不調になるなど、環境に配慮した電力調達が難しい状況となっています。 

 

指標設定の趣旨 R3（2021） 
現況値 

R4（2022） 

中期目標値 

R12(2030) 

公的部門における再生可能

エネルギーの率先導入を評

価する指標として活用 

5.8 % 

 

年度末に整理 

 

新築・改修等のタイミングに

あわせ、長期的な視点を持っ

て積極的に導入検討 

公的部門において再生可能エネルギーの率先導入に努めます。 



    

 

 

 

Ⅱ 緊急時のエネルギー対策の推進 

 

【施策の方向】 

大規模停電が発生した場合を想定し、地域の災害拠点施設、避難所、家庭や事業所等における最低限

の電力確保を図ります。また過疎地域における燃料等のエネルギー供給の維持を目指します。 

 

（１）再生可能エネルギー等を活用した緊急時のエネルギー対策 

 

＜目標＞  

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

関連指標については、令和４年度末に整理します。 

 

○避難所での非常用電源等の導入率 

指標設定の趣旨 R２(2020) 
現況値 

R3（2021） 

短期目標値 

R６(2024) 

中期目標値 

R12(2030) 

緊急時のエネルギー対策を

評価する指標として活用 
54.1% 

 

64.1％ 

 

75% 100% 

  ※短期目標値及び中期目標値は、避難所以外の場所に保管している場合も含む 

 

＜施策＞ 

① 避難所や災害拠点となる施設への非常用電源等の導入 

避難生活や災害時の活動に必要なエネルギーの確保を図るため、避難所や災害拠点施設での非常用

電源整備等の支援を行っています。 

＜EV・LPガス発電を活用した避難所への電力供給事業＞ 

令和 3 年度：実績 2 件（三郷町１箇所、安堵町 2 箇所に LPガス非常用発電機を導入） 

  令和４年度 11 月末時点：現在募集中 

 

（２）家庭・事業所等の自立分散型エネルギーの導入促進                                

 

＜目標＞ 

 

 

 

＜進捗の概要＞ 

太陽光発電を中心に再生可能エネルギーの導入が進んでいますが、県南部東部地域の大半では送電 

網容量の問題で 50kW 以上の発電設備の送電網への接続が制限されており、自家消費を目的とした大規

模発電設備以外は、設置が困難な状況となっています。 

 

 

非常用電源の導入を促進します。 

自立分散型電源の導入を促進します。 



    

 

○再生可能エネルギーの設備容量 

指標設定の趣旨 R2(2020) 
現況値 

R3(2021) 

短期目標値 

R６(2024) 

中期目標値 

R12(2030) 

緊急時のエネルギー対策を

評価する指標として活用 
608,640 kW 

 

640,939kW 

 

721,000kW 940,000kW 

 

＜施策の進捗＞ 

① 蓄電池やエネファームの導入支援 

県内のエネルギー供給力向上として再生可能エネルギーの導入を推進すること等により、住民生活

や産業活動における緊急時にも対応可能なエネルギー自給力の向上を目指し、家庭や事業所での自立

分散型エネルギー(太陽光発電、蓄電池、エネファーム、太陽熱利用システム等)の導入を支援してい

ます。 

 ＜家庭向け＞スマートハウス普及促進事業 

 令和 3 年度実績：蓄電池 90 件 

エネファーム 103 件 

太陽熱利用システム 62 件 

 令和 4 年度 11 月末時点申込受付数：蓄電池 105 件 

エネファーム 63 件 

太陽熱利用システム 39 件   

  

＜事業所向け＞事業所エネルギー効率的利用推進事業 

  令和 3 年度実績：3 件（省エネ改修 2 件、太陽熱利用システム 1 件） 

  令和 4 年度 11 月末時点申込受付数：9 件（省エネ改修 2 件、蓄電池 7 件） 

 

② ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の導入支援 

省エネを促進するとともに、緊急時にも電力を自給自足できる住宅の促進を図るため、今年度より

ZEH の導入支援を開始しました。 

令和 4 年度 11 月末時点申込受付数：20 件（予算 20 件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境省 HP） 



    

 

 

 

（３）過疎地サービスステーション対策 

＜目標＞  

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

令和 3年度は、前年度から SS過疎地数に増減はありませんでした。 

 

○SS過疎地数 

指標設定の趣旨 
現況値 

R2(2020) 

現況値 

R3（2021） 

短期目標値 

R6(2024) 

緊急時のエネルギー

対策を評価する指標

として活用 

20 町村 

 

20 町村 20 町村 

 

＜施策の進捗＞ 

① 過疎地域サービスステーション(SS)の運営維持のための取組への支援 

国では、市町村内の SS数が３箇所以下で、自家用車や農業機械への給油、移動手段を持たない高齢

者への冬場の灯油配送などに支障をきたす恐れがある地域を「SS 過疎地」と定義しており、令和３

(2021)年３月末時点で、全国で 343市町村となっており、県内では 20町村が該当します。 

県内自治体に対して国支援策などの情報提供を行うとともに、SS維持が課題となっている自治体を

訪問するなど、SSの維持に向け、取り組んでいます。 

 

  

SS 過疎地数を維持します。 



    

 

 

Ⅲ エネルギーをかしこく使うライフスタイルの推進                            

 

【施策の方向】 

エネルギーを効率的に利用するライフスタイル・産業活動の定着を図るとともに、熱利用を含むエネ

ルギーの有効的な利用の推進を図ります。 

 

（１）奈良の省エネスタイルの推進                                

 

＜目標＞ 

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

2021年度は昨年度に比べ、コロナ禍ではあるものの、新しい生活様式が定着したことから、イベント

の再開や外出自粛が緩和され、事業所で電力使用量が増加したと考えられます。より一層、省エネ・節

電に取り組む必要があります。 

 

○県内電力使用量（千 kWh） 

指標設定の趣旨 R2(2020) 
現況値 

R3（2021） 

短期目標値 

R6(2024) 

中期目標値 

R12(2030) 

奈良の省エネスタイルの推進

を評価する指標として活用 
6,648,269 

 

6,720226 

 

6,197,311 5,549,492 

 

＜施策の進捗＞ 

① 県民への省エネ啓発活動の実施 

  一般的に、夏季・冬季には多くの電気を使うことから、電力需要の高まる季節にあわせ、遮熱・断

熱による屋内温度の維持や、クールシェア・ウォームシェアなど家庭でできる省エネの取組に関して、

ポスターを作成し普及啓発を図りました。 

   

 

 

② 講演会・研修会等を活用した理解促進 

令和４年８月に、関西電力送配電株式会社及び関西電気保安協

会の協力のもと、子ども達に小さい頃からエネルギーの大切さ

を認識してもらう狙いで、県内在住の親子を対象に、省エネや

再エネに関する普及啓発教室を実施しました。午前午後と計

38 名の方に参加していただき、くらしと電気エネルギーにつ

いて学んでいただきました。 

 

 

 

 

 

省エネの取組を推進します。 

エネルギー教室 



    

 

 

 

（２）エネルギーをかしこく使う取組の推進                                 

 

＜目標＞ 

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

太陽熱利用システム導入件数、事業所用コージェネレーションの導入容量は順調に進んでおります。 

 

○太陽熱利用システム・事業所用コージェネレーションシステム導入件数 

指標設定の趣旨 指標項目 R２(2020) 
現況値 

R３(2021) 

目標値 

R６(2024) 

エネルギーをかしこく使う取

組を評価する指標として活用 

太陽熱利用システム

導入件数 
4,033 件 4,089 件 4,200 件 

エネルギーをかしこく使う取

組を評価する指標として活用 

事業所用コージェネ

レーションシステム

の導入容量 

80,833kW 80,968kW 81,050kW 

 

＜施策の進捗＞ 

① 太陽熱を利用したシステム導入への支援 

② 事業所等への省エネ設備等への導入支援 

再生可能エネルギーの推進とともに、エネルギーの有効活用につなげるため、家庭や事業所等へ

の太陽熱利用システムの導入やコージェネレーションシステムの導入を支援しています。 

 

＜家庭向け＞スマートハウス普及促進事業 

 令和 3 年度実績：太陽熱利用システム 62 件 

         エネファーム    103 件 

 令和 4 年度申込受付数：太陽熱利用システム 39 件 

           エネファーム    63 件   

  

＜事業所向け＞事業所エネルギー効率的利用推進事業 

  令和 3 年度実績：太陽熱利用システム 1 件  

  令和 4 年度は募集中 

 

③ 廃棄物を用いた効率的なエネルギー利用の推進 

奈良県においては、「奈良モデル」によるごみ処理施設の広域化を進めており、ごみ処理施設の新設

等の機会を利用して、廃棄物を用いたエネルギーの効率的な利用を進めていきます。 

   

④ 公的部門における省エネルギー設備の率先導入 

県有施設において照明が LED 照明となっている施設はごく一部しかない状況であり、照明の更新

などを検討しています。 

 

かしこくエネルギーを使う取組を推進します。 

福祉施設への太陽熱利用システムの導入 



    

 

 

 

（３）脱炭素社会の構築に向けた人材育成                                 

 

＜目標＞ 

 

 

 

＜関連指標の進捗＞ 

令和 3年度は、4件アドバイザーを派遣しました。 

令和 4年度は、11月末時点で 7件アドバイザーを派遣しました。 

 

○アドバイザー派遣数 

指標設定の趣旨 R２(2020)までの累計 
現況値 

R３（2021）までの累計 

短期目標値 

R６(2024)までの累計 

脱炭素社会の構築に向け

た人材育成を評価する指

標として活用 

398 件 

 

402 件 

 

440 件 

 

＜施策の進捗＞ 

① アドバイザー派遣等による人材育成 

＜CO２アドバイザー派遣事業＞ 

CO2 削減等のアドバイスのため、環境の専門家（環境カウンセラー）を派遣します。また、ISO や

エコアクション 21 の認証取得に結びつく助言をします。 

令和 3 年度実績：2 件 

令和 4 年度 11 月末時点申込件数：1 件 

 

＜環境アドバイザー派遣事業＞ 

環境に関する講演会等の環境の保全及び創造に関する自発的な活動を支援するため、環境の専門家

を派遣し、勉強会、講演等を実施しました。 

  令和 3 年度実績：2 件 

  令和 4 年度 11 月末時点申込件数：6 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所へのアドバイザー派遣 

脱炭素社会の構築に向けた人材育成をします。 

小学校へのアドバイザー派遣 



    

 

用語の解説 

ア行 

ウォームシェア  家庭などで、ひとりひとりが暖

房を使うのではなく、同じ場所や部屋に集まるこ

とで暖房エネルギーを節約すること。 

 

エネファーム  都市ガスやLPガスから取り出した

水素と空気中の酸素を化学反応させて、電気をつ

くり出す家庭用燃料電池。 

 

カ行 

クールシェア  家庭などで、ひとりひとりが冷房

を使うのではなく、同じ場所や部屋に集まること

で冷房エネルギーを節約すること。 

 

固定価格買取制度(FIT制度：Feed-in Tariff）  再生

可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一

定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制

度。 

コージェネレーションシステム  天然ガス、石油、

LPガス等を燃料として、エンジン、タービン、燃

料電池等の方式により発電し、その際に生じる廃

熱も同時に回収するシステム。回収した廃熱は、

蒸気や温水として、工場の熱源、冷暖房・給湯な

どに利用でき、熱と電気を無駄なく利用できれ

ば、燃料が本来持っているエネルギーの約75～

80％と、高い総合エネルギー効率が実現可能。 

 

サ行 

再生可能エネルギー  エネルギー供給事業者によ

る非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー

原料の有効な利用の促進に関する法律（エネルギ

ー供給構造高度化法）においては、「再生可能エ

ネルギー源」について、「太陽光、風力その他非

化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永

続的に利用することができると認められるものと

して政令で定めるもの」と定義されており、政令

において、太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・

大気中の熱その他の自然界に存する熱・バイオマ

スのこと。 

 

次世代自動車  日本政府は運輸部門からの二酸

化炭素削減のため、ハイブリッド自動車、電気自

動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池

自動車、クリーンディーゼル自動車等 を「次世

代自動車」と定め、2030年までに新車乗用車の５

-７割を次世代自動車とする目標を掲げている。 

 

自立分散型エネルギー  比較的小規模で、かつ

様々な地域に分散しているエネルギーの総称であ

り、従来の大規模・集中型エネルギーに対する相

対的な概念。   

 

シュタットベルケ  ドイツの「シュタットベルケ」

は、一般的に自治体を主たる出資者として私法に

基づいて設立される会社であり、電気・ガス・水

道・公共交通・プール等様々な公共サービスを総

合的に提供する公益事業体のこと。 

 

省エネ  「省エネルギー」の略。石油や石炭、天

然ガスなど、限りあるエネルギー資源がなくなっ

てしまうことを防ぐため、エネルギーを効率よく

使うこと。 

 

創エネ  太陽光や風力、地熱などの自然エネルギ

ーや火力発電から発生するCO2を減らす技術、水

素エネルギー技術などの低炭素エネルギー技術を

開発し普及させること。 

https://kotobank.jp/word/%E6%9A%96%E6%88%BF-95491
https://kotobank.jp/word/%E6%9A%96%E6%88%BF-95491


    

 

タ行 

太陽熱温水器  太陽熱利用システムは「再生可能

エネルギー」のひとつ。太陽の熱を使って温水や

温風を作り、給湯や冷暖房に利用するシステム。 

 

脱炭素先行地域  環境省がまとめた「地域脱炭

素ロードマップ」において、2030年までに少なく

とも100カ所選び、政府が目標とする2050年に先

立って脱炭素化する地域。 

 

ナ行 

奈良モデル 市町村合併に代わる奈良県という地

域にふさわしい行政のしくみであるとともに、人

口減少・少子高齢化社会を見据え、地域の活力の

維持・向上や持続可能で効率的な行財政運営をめ

ざす、市町村同士または奈良県と市町村の連携・

協定の仕組み。 

 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス  外皮の断熱性能

等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備シ

ステムの導入により、室内環境の質を維持しつつ

大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エ

ネルギーを導入することにより、年間の一次エネ

ルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した

住宅のこと。 

 

燃料電池自動車  燃料電池自動車(FCV:Fuel 

Cell Vehicle)は、燃料電池で水素と酸素の化学

反応によって発電した電気エネルギーを使って、

モーターを回して走る自動車。ガソリン内燃機関

自動車が、ガソリンスタンドで燃料を補給するよ

うに、燃料電池自動車は水素ステーションで燃料

となる水素を補給する。 

 

ハ行 

バイオマス   「バイオマス」とは、生物資源

（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「再生可

能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除

く）」のことを呼ぶ。 

 

プラグインハイブリッド自動車  コンセントから直

接充電できる機能を持ったハイブリッド自動車の

こと。PHV (Plug-in Hybrid Vehicle)、 または

PHEV (Plug-in Hybrid Electric Vehicle) と略さ

れる。 

 

マ行 

木質バイオマス   「バイオマス」とは、生物資源

（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「再生

可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除

く）」のことを呼ぶ。そのなかで、木材からなる

バイオマスのことを「木質バイオマス」という。

木質バイオマスには、主に、樹木の伐採や造材の

ときに発生した枝、葉などの林地残材、製材工場

などから発生する樹皮やのこ屑などのほか、住宅

の解体材や街路樹の剪定枝などの種類がある。一

口に木質バイオマスといっても、発生する場所

（森林、市街地など）や状態（水分の量や異物の

有無など）が異なるため、それぞれの特徴にあっ

た利用を進めることが重要。 

 

ヤ行 

大和平野中央田園都市構想  雇用創出や地域経済

の発展に高い潜在能力を有する地域において、一

団の土地を確保し、テーマを定めて新たなまちづ

くりを推進する構想。 

 



    

 

Ａ～Ｚ 

ＥＶ 電気自動車のこと。 

 

ＦＣＶ 燃料電池自動車のこと。 

 

ＬＰガス発電機  プロパンガスを燃料に電気がつ

くれ、停電時にバックアップ電源として使用でき

る。 
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